大阪城東部地区1.5期開発事業　様式集
	様式
	提出書類
	備　考

	Ⅰ　公募要領等に関する様式

	様式１
	公募要領等に関する説明会及び現地見学会参加申込書
	

	様式２
	公募要領等に関する質問書
	質問される場合のみ
別添 Excel 様式

	
	公募要領等に関する質問内容（別紙）
	

	様式３
	守秘義務対象資料の開示に関する誓約書
	

	Ⅱ　応募申込、参加資格審査に関する様式

	様式４

	応募申込書並びに参加資格審査書類及び企画提案書の提出書
	会社パンフレット等の添付可

	様式５
	委任状
	

	様式６
	応募申込・参加資格審査チェックリスト
	別添Excel様式

	様式７
	基礎審査チェックリスト
	別添Excel様式

	様式８
	応募者財務状況

	構成員毎に作成

	様式９

	類似業務実績書
	構成員毎に作成

	様式10
	連合体協定書（案）
	

	様式11
	履行表明書
	

	様式12
	ＳＰＣ設立に関する誓約書
	

	様式13
	応募申込辞退届
	

	様式14
	企画提案書審査結果通知書
	

	Ⅲ　企画提案書に関する様式（プレゼン資料）

	様式15
	企画提案書（審査項目別提案書・価格提案書）表紙
	

	様式16-1
～16-17
	審査項目別提案書
	


	様式17
	価格提案書
	

	様式18
	建築計画等提案書 表紙
	別添　Ａ３

	様式19
	資金調達・収支計算書（本件新施設Ａ）
	別添 Excel 様式　Ａ３

	様式20
	資金調達・収支計算書（本件新施設Ｂ）
	別添 Excel 様式　Ａ３


※Ⅲ 企画提案書には、応募申込者の企業名及び企業名が分かるブランド名、ロゴマーク等は一切記入しないこと。
（様式１）
大阪城東部地区1.5期開発事業公募要領等
に関する説明会及び現地見学会参加申込書
　　年　　月　　日　
大阪市高速電気軌道株式会社　宛
「大阪城東部地区1.5期開発事業公募要領等」に関する説明会及び現地見学会への参加を申し込みます。
	法人名
	

	所在地
	〒


	参　　加　　者
（２名まで）
	部署・役職
	氏　名

	
	
	

	
	
	


本件に関する連絡担当者
	部署・役職
	

	氏　名
	

	電話番号
	

	E-mail
	


申込期限：2025年３月５日（水）午後5時まで

（様式３）
大阪城東部地区1.5期開発事業に係る
守秘義務対象資料の開示に関する誓約書
　　年　　月　　日　
大阪市高速電気軌道株式会社
代表取締役社長　河井 英明 様
公立大学法人大阪
理事長　福島 伸一 様　　
住所または所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名または名称
及び代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　実印
当社は、大阪市高速電気軌道株式会社及び公立大学法人大阪（以下「貴法人ら」といいます。）から2025年２月27日付で案内のありました「大阪城東部地区1.5期開発事業公募要領」（以下「公募要領」といいます。）に係る企画提案書（以下「企画提案書」といいます。）の作成を検討することを目的（以下「本目的」といいます。）として、本誓約書を提出した者にのみ開示される資料（以下「守秘義務対象資料」といいます。）の開示を受けることを希望します。
本誓約書提出時点において、当社は公募要領「第６　応募者の参加資格要件」を満たすことが見込まれることを確約します。なお、本誓約書提出から応募申込書並びに参加資格審査書類及び企画提案書の提出締切までの間に当該参加資格要件を満たすことが見込まれなくなった場合には、速やかに貴法人らにその旨を通知いたします。
守秘義務対象資料の開示を受けるにあたっては、下記事項を遵守し、秘密を保持することを誓約します。
記
第１条（利用の目的）
１　当社は、本目的のためにのみ守秘義務対象資料の開示を受けるものであり、本目的以外のために当該資料を利用しません。
２　当社は、貴法人らに対して、事前に書面で通知し承認を得た当社が業務を委託する弁護士、公認会計士、税理士等の専門家その他の者に限り、本目的を達するため必要な範囲及び方法で、守秘義務対象資料の全部又は一部を、開示することができるものとします。
３　当社は、自らの責任において、前項の定めにより守秘義務対象資料の全部又は一部を開示した者をして本誓約書に定める義務を遵守させるものとし、これらの者がその義務を違反した場合には、当社が本誓約書に違反したとみなされて責任を負うことを約束します。
第２条（秘密の保持）
当社は、貴法人らから開示を受けた守秘義務対象資料を秘密として保持するものとし、前条に定める場合のほか、第三者に対し開示しません。ただし、法律、命令、条例等（以下「法令等」といいます。）により開示の義務が課される場合はこの限りではありません。
第３条（善管注意義務）
当社は、貴法人らから開示を受けた守秘義務対象資料に含まれる情報が、貴法人ら又は当該情報の提供者の業務上重要な情報であり、これが第三者に開示された場合には、貴法人ら又は当該情報の提供者の業務又は事業に重大な影響を与えるものであることを認識し、守秘義務対象資料を、善良な管理者としての注意をもって取り扱うことを約束します。
第４条（個人情報の取扱い）
貴法人らから開示を受けた守秘義務対象資料のうち個人情報に該当するものについては、法令等により貴法人ら及び当社に認められる範囲内でのみ利用し、保持し、かつ、法令等により貴法人ら及び当社に要求される限度の適切な管理を行うことを約束します。
第５条（期間）
本誓約書に基づき当社が負う義務は、第７条第１項に従った守秘義務対象資料の印刷物等の破棄又は消去の前後を問わず、また当社が企画提案書を提出しなかった場合であっても、存続するものとします。
第６条（損害賠償義務）
当社の本誓約書に違反する行為により守秘義務対象資料に係る秘密が漏洩し、これにより貴法人ら又は第三者（貴法人らに対して守秘義務対象資料を提供した者を含みますが、これに限りません。）に損害（弁護士費用を含みます。以下同じです。）が生じた場合、当社は、貴法人ら又は第三者に対して、当該損害を賠償することを約束します。
第７条（印刷物等の破棄等）
１　当社は、次の各号の事由に該当する場合、速やかに、守秘義務対象資料の印刷物等（守秘義務対象資料の印刷物、複写物、複製、翻訳物及びハードディスク等の記録媒体への記録を含みますが、これに限りません。以下も同様です。）を全て破棄又は消去することを約束します。
1 貴法人らから守秘義務対象資料の印刷物等を全て破棄又は消去するように指示があった場合
2 本誓約書提出から応募申込書並びに参加資格審査書類及び企画提案書の提出締切までの間に、公募要領「第６　応募者の参加資格要件」を満たすことが見込まれなくなった場合
3 参加資格審査書類・企画提案書を提出しないことを決定した場合
4 優先交渉権者として選定されないことが決定した場合
5 その他本目的のために守秘義務対象資料を利用する必要がなくなった場合
２　前項の規定に基づき、当社が、守秘義務対象資料の印刷物等を破棄又は消去した場合において、貴法人らからの請求があったときは、当社は、貴法人らに対して、守秘義務対象資料の印刷物等を破棄又は消去したことを証する書面を速やかに提出します。
３　第一項の規定にかかわらず、法令等又は司法機関若しくは行政機関の判決、決定、命令等により守秘義務対象資料の情報を保持することが義務付けられている場合は、当社は、当該資料・情報等を破棄することなく、当社において適切に秘密情報として保存することを約束します。
（様式４）
大阪城東部地区1.5期開発事業に係る応募申込書並びに
参加資格審査書類及び企画提案書の提出書
令和　　年　　月　　日
大阪市高速電気軌道株式会社
代表取締役社長　河井 英明 様
公立大学法人大阪
理事長
福島 伸一 様
大阪市高速電気軌道株式会社及び公立大学法人大阪（以下「貴法人ら」といいます。）から2025年２月27日付で案内のありました「大阪城東部地区1.5期開発事業公募要領」（以下「公募要領」という。）に基づき、次に掲げる事項を誓約した上で、応募申込書並びに参加資格審査書類及び企画提案書を提出し、申し込みます。

１　本件土地を賃借して、公募要領等に基づいた企画提案書に関し、基本協定、実施協定及び定期借地権設定契約等を締結し、施設等の建設、事業の実施、管理・運営等を責任もって行えること。
２　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しないこと。

３　自己又は自己の役員が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなったときから５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者又はその構成員に該当しないこと。

４　大阪府入札参加停止要綱、大阪市競争入札参加停止措置要綱、大阪市高速電気軌道株式会社契約参加資格停止措置要綱及び公立大学法人大阪入札参加停止要綱に基づく停止措置を受けていない者であること。

５　参加資格審査書類を提出する時点において、直近３年間の法人税、消費税及び地方消費税、法人事業税及び法人住民税を滞納していない者であること。
６　下記の申込者及び連合体の場合のその他の構成員は、全て公募要領「第６　応募者の参加資格要件」を満たしていること。
□　申込者（連合体として応募する場合は代表企業）
	名称
代表者名
	実印

	住所又は所在地
	〒

	担当業務内容
	


※　担当業務内容は、公募要領「第６ ３ 応募者の構成員の各担当業務に係る資格要件」に定める設計（監理）業務、建設業務、不動産開発に関する業務、施設の運営及び維持管理業務、エリアマネジメント業務のうち、該当する業務を記載。上記以外の業務は、個別に記載。併せて、定期借地権設定契約の契約当事者及び／又は登記権利者（準共有の場合の持分権者を含む。）は、その旨も記載。（以下同じ）　
担当部局及び担当者
	担当部局名
	

	役職名・担当者名
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	

	持ち分
	


※　連合体の代表企業以外の構成員は、以下に記名してください。
※　「持ち分」は、定期借地権設定の契約当事者及び／又は登記権利者で、準共有の場合のみ記載。（以下同じ）
□　連合体の代表企業以外の構成員
	氏名または名称
代表者名
	実印

	住所または所在地
	〒


	担当業務内容
	

	担当部署名
	

	役職名・担当者名
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	

	持ち分
	



□　連合体の代表企業以外の構成員
	氏名または名称
代表者名
	実印

	住所または所在地
	〒


	担当業務内容
	

	担当部署名
	

	役職名・担当者名
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	

	持ち分
	


□　連合体の代表企業以外の構成員
	氏名または名称
代表者名
	実印

	住所または所在地
	〒


	担当業務内容
	

	担当部署名
	

	役職名・担当者名
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	

	持ち分
	


□　連合体の代表企業以外の構成員
	氏名または名称
代表者名
	実印

	住所または所在地
	〒


	担当業務内容
	

	担当部署名
	

	役職名・担当者名
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	

	持ち分
	


注）行が不足する場合は、適宜追加すること。複数ページにわたってもよいものとする。
　 
※全構成員について、次の書類を添付すること。

□　印鑑証明書（提出前３か月以内に発行されたもの）
□　登記事項証明書又は登記簿謄本（発行後３ヵ月以内のものに限ります。登記事項証明書の場合は、「現在事項証明書」「履歴事項全部証明書」のいずれかに限ります。）
□　定款又は寄付行為（最新のもの）
□　会社案内等（会社概要、会社経歴書）取引銀行リストが記載されているもの
□　過去３期間の法人税・法人事業税の納税証明書（「その３」又は「その３の３」で提出すること。発行後３ヵ月以内のものに限ります。）
□　消費税及び地方消費税の納税証明書（「その３」又は「その３の３」で提出すること。発行後３ヵ月以内のものに限ります。）
（様式５）
令和　　年　　月　　日
委　任　状
大阪市高速電気軌道株式会社
代表取締役社長　河井 英明 様
公立大学法人大阪
理事長　福島 伸一 様　　
	構成員
	所在地
商号又は名称
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印

	構成員
	所在地
商号又は名称
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印

	構成員
	所在地
商号又は名称
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印


※構成員の記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。
私達は、下記の法人を応募グループの代表企業とし、2025年２月27日付で案内のありました「大阪城東部地区1.5期開発事業公募要領」に基づく応募に関し、下記の権限を委任します。
	受任者
	所在地
商号又は名称
代表者職・氏名

	委任事項
	１ 応募申込に関する件
２ 参加資格審査書類に関する件
３ 企画提案書に関する件
４ 応募辞退に関する件
５ 復代理人の選任及び解任に関する件


（様式８）
大阪城東部地区1.5期開発事業に係る応募者財務状況
令和　　年　　月　　日
応募者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
■過去３期の経営・財務状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：　　）
	
	●年●月期
(３期前)
	●年●月期
(２期前)
	●年●月期
(直近期)

	貸借対照表
	資本金　             A
	
	
	


	
	総資産(総資本)               B
	
	
	

	
	自己資本               C
	
	
	

	損益計算書
	売上高               D
	
	
	

	
	経常利益               E
	
	
	

	
	当期純利益               F
	
	
	

	ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ計算書
	営業キャッシュフロー　　　　　　　　 G
	
	
	

	
	投資キャッシュフロー                 H
	
	
	

	
	財務キャッシュフロー                  I
	
	
	

	

	経営指標
	安全性指標
	自己資本比率
	C/B
	％
	％
	％

	
	収益性指標
	売上高経常利益率
	E/D
	％
	％
	％

	
	
	総資産経常利益率
	E/B
	％
	％
	％

	
	成長性指標
	売上高
成長率
(前期比)
	D(今期)/D(前期)
	
	％
	％

	
	
	経常利益成長率
(前期比)
	E(今期)/E(前期)
	
	％
	％


※　全構成員について、本書を作成し、資料を添付すること。
※　過去３事業年度の計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表）及び連結財務諸表作成会社においては連結財務諸表（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書）。

ただし、東京証券取引所、名古屋証券取引所、札幌証券取引所又は福岡証券取引所の上場企業（ただし、募集開始時点において、監理・整理ポスト割当て銘柄、猶予期間入り銘柄を除く。）の場合は、過去３事業年度の連結財務諸表（連結財務諸表作成会社）及び個別財務諸表でも可とする。

過去３事業年度分が存在しない場合は、存在する全ての財務諸表とする。
（様式９）
類似業務実績書

	会社名
	

	担当業務内容
	

	名　称　等
	件名
	
	

	
	発注機関名
	
	

	
	実施場所
	
	


	
	契約金額
	
	

	
	期間
	
	

	
	受注形態
	
	

	概　　要　　等
	
	

	技術的特記事項
	

	

	（注）次の書類を添付してください。
１　契約履行証明書・完成認定書（写）・契約書（写）等のいずれか
２　概要確認のため仕様書等の一部(写)　

３　代表的な実績１件以上を記載。
	※様式４に記載の「担当業務内容」に係る「第６ ３ 応募者の構成員の各担当業務に係る資格要件」に定める類似業務実績を記載すること。




 (様式10)
大阪城東部地区1.5期開発事業に係る
連合体協定書（案）
　○○株式会社（以下｢甲｣という。）、△△株式会社（以下｢乙｣という。）及び××株式会社（以下｢丙｣という。）は、複数の法人及びその他の団体等による連合体（以下、「連合体」という。）を構成し、2025年２月27日付で案内のあった「大阪城東部地区1.5期開発事業公募要領」に基づき提案した企画提案書をもとに、本事業を共同して推進するとともに、その円滑な実施を図るため、以下のとおり連合体にかかる協定（以下、「本連合体協定」という。）を締結する。
（目的）
第１条　本連合体協定は、甲、乙及び丙が構成した連合体において、それぞれの責任や分担等、本事業を共同連帯して遂行するために必要となる事項を定めることを目的とする。
（名称）
第２条　甲、乙及び丙が構成する連合体は、○○○○（以下｢当連合体｣という。）と称する。
（事務所の所在地）
第３条　当連合体は、事務所を（例：大阪市○○区○○丁目○番○号○○株式会社内）に置く。
（構成員の所在地及び名称）
第４条　当連合体の構成員は、次のとおりとする。
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　　　　　　例　甲：大阪市○○区○○町○○○丁目○番○号　　　　○○株式会社
　　　　　　　　乙：神戸市△△区△△町△△△丁目△番△号　　　　△△株式会社
　　　　　　　　丙：東京都××区××町×××丁目×番×号　　　　××株式会社　
（運営委員会）
第５条　当連合体は、その意思決定機関として、運営委員会を設けるものとする。
２　運営委員会は、各構成員から選出する委員で組織する。
３　運営委員会は、別に定める運営委員会規約により運営するものとする。
（代表企業）
第６条　当連合体は、甲を代表企業とする。
（代表企業の権限と責任）
第７条　代表企業は、運営委員会の決定に基づき、当連合体を代表して大阪市高速電気軌道株式会社及び公立大学法人大阪（以下「公募者」という。）と本事業に必要な協議並びに諸手続き等を行う権限を有するものとする。
２　代表企業は、前項の規定に基づき行った協議並びに諸手続き等を構成員に対し、すみやかに通知しなければならない。
（構成員の責任）
第８条　構成員は協定書の締結、本事業の実施において必要となる協議及び諸手続き等について、代表企業に協力しなければならない。
　２　構成員は、第７条第２項で代表企業が通知した事項について、すみやかに対応しなければならない。
　３　構成員は、各々連帯して責任を負うものとする。
（権利義務の譲渡の制限）
第９条　構成員は本連合体協定に基づく権利義務を構成員間で譲渡することはできない。ただし、第１３条、第１４条に定める場合において、すべての構成員並びに公募者が承諾した場合はこの限りではない。
（構成員の分担事業）
第１０条　構成員は各々分担して本事業を実施する。
　２　構成員が分担する事業（以下、｢分担事業｣とする。）は別紙のとおりとする。
（共通費用の分担）
第１１条　構成員は協定の締結、本事業の実施において発生するすべての共通の費用等について、必要に応じ、運営委員会において構成員の分担額を決定するものとする。
（構成員間の責任の分担）
第１２条　各分担事業において、構成員が単独で公募者及びその他の構成員、これ以外の第三者に損害等を与えた場合は、当該構成員がその責任を負い、損害等にかかる負担を負うものとする。
２　各分担事業において、複数の構成員が公募者及びその他の構成員、これ以外の第三者に損害等を与えた場合は、当該構成員がその責任を負い、損害等にかかる負担割合等について当該構成員間で協議するものとする。
３　前項に規定する損害等にかかる負担割合等について協議が整わないときは、運営委員会に諮り、その決定に従うものとする。
４　前３項の規定は、いかなる意味においても第８条第３項に規定する連帯責任を免れるものではない。
（構成員の脱退に対する措置）
第１３条　構成員は、脱退することはできない。ただし、構成員が公募者及び他のすべての構成員の承諾を受けた場合は、この限りではない。
２　前項の規定により脱退した構成員がある場合、他の構成員が本事業を共同連帯して実施するものとする。
３　前項の場合における構成員間の責任の分担については、前条の規定を準用する。
（構成員の破産又は解散等に対する措置）
第１４条　構成員のいずれかが存続期間中に、破産又は解散する等により、分担事業を遂行することが困難となった場合、前条第２項及び第３項の規定を準用するものとする。
（連合体協定の変更）
第１５条　本連合体協定を変更する必要がある場合は、公募者及びその他のすべての構成員の承諾を受け、内容を変更することができる。
（疑義等の決定）
第１６条　本連合協定に定めのない事項又は本連合協定に関して疑義が生じたときは、運営委員会に諮り、公募者の承諾を得て、定めるものとする。
本連合協定の締結を証するため、本書３通を作成し、甲、乙及び丙が記名押印の上、各１通を保有する。
   年   月    日
甲
（所在地）

（名　称）

（代表者）





実印
乙
（所在地）

（名　称）

（代表者）





実印
丙
（所在地）

（名　称）

（代表者）





実印
（別紙）
□分担事業
	事業名
	施設建設
	事業運営
	維持管理
	管理責任
	費用負担

	●●
	甲
	丙
	丙
	丙
	丙

	●●
	乙
	委託
	委託
	乙
	乙

	
	
	
	
	
	


　※　適宜事業名を設定し、その役割分担を記載。役割も適宜変更してください。
　※　「様式４ 応募申込書並びに参加資格審査書類及び企画提案書の提出書」の記載内容と整合をとること。
（様式11）

大阪城東部地区1.5期開発事業に係る履行表明書
令和　　年　　月　　日
大阪市高速電気軌道株式会社
代表取締役社長 河井 英明 様
公立大学法人大阪
理事長 福島 伸一 様　　
住所または所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名または名称

及び代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　実印
2025年２月27日付で案内のありました「大阪城東部地区1.5期開発事業公募要領」（以下「公募要領」といいます。）に基づき優先交渉権者に選定された場合には、弊社が代表企業である連合体の構成員が、経営状態の悪化や募集要項「第６ 応募者の参加資格要件」への抵触、さらに本事業推進に必要な権利関係の不履行等の事由により、事業遂行が困難になった場合でも、当連合体の代表企業として責任を持って事業を履行することを保証いたします。
（様式12）
大阪城東部地区1.5期開発事業に係る
ＳＰＣ設立に関する誓約書
　　年　　月　　日　
大阪市高速電気軌道株式会社
代表取締役社長　河井 英明 様
公立大学法人大阪
理事長　福島 伸一 様　　
住所または所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名または名称

及び代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　実印
2025年２月27日付で案内のありました「大阪城東部地区1.5期開発事業公募要領」（以下「公募要領」という。）に基づく公募（以下「本公募」という。）へ参加するにあたり、次に掲げる事項を誓約します。
記

（ＳＰＣの設立）

· 本公募への応募の結果、優先交渉権者に選定された場合は、実施協定締結以降、定期借地権設定契約の締結までに、公募要領に定めるＳＰＣを設立の上、本契約を締結すること。
· また、ＳＰＣの設立が完了したときは、速やかにその旨を大阪市高速電気軌道株式会社及び公立大学法人大阪に通知すること。
（地位の移転）
· 応募者の地位をＳＰＣに承継すること。ＳＰＣ設立後は開発事業者の地位を設立したＳＰＣに継承すること。
（ＳＰＣの出資割合等）
· ＳＰＣの出資割合、体制は、設立当初は別添※のとおりとすること。
· また、当該出資割合を変更する場合は、事前に大阪市高速電気軌道株式会社及び公立大学法人大阪の承認を得ること。
※　出資割合の一覧等とともに、別添参考図のような全体概要図を添付してください。
（別添参考図）


（様式13）
大阪城東部地区1.5期開発事業に係る
応募申込辞退届
大阪市高速電気軌道株式会社
代表取締役社長　河井 英明 様
公立大学法人大阪
理事長　福島 伸一 様　　
住所または所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名または名称

及び代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　実印
　2025年２月27日付で案内のありました「大阪城東部地区1.5期開発事業公募要領」に基づき応募申込を行いましたが、下記の理由により、応募を辞退します。
（理由）

（様式14）
　
　　年　　月　　日　　
大阪城東部地区1.5期開発事業に係る
企画提案書審査結果通知書
　　　　

　　　　　　　　　　　　　様
大阪市高速電気軌道株式会社
代表取締役社長　河井 英明
公立大学法人大阪
理事長　福島 伸一　　
　先に提案のあった下記の事業について、次のとおり審査しましたので、通知します。

記

	業務委託名
	大阪城東部地区1.5期開発事業

	履 行 場 所
	城東区森之宮地内

	審 査 結 果
	

	非特定理由
	


　　優先交渉権者に決定されなかった者は、公募者に対して非特定理由についての説明を求める
ことができます。
（様式15）
大阪城東部地区1.5期開発に係る企画提案書
（審査項目別提案書・価格提案書）　　　　　　　
	様式
番号
	項　目
	応募者
チェック

	審査項目別提案書
	

	■本件新施設計画全体に関する事項
	

	16-1
	事業の実施方針・コンセプト
	

	16-2
	景観の形成・配慮
	

	16-3
	群集の安全確保、災害時の安全性・機能性の確保
	

	16-4
	エリアマネジメント活動
	

	16-5
	ユニバーサルデザイン社会・環境負荷の低減に向けた取組み
	

	■本件土地Ａに関する事項
	

	16-6
	コンセプト
	

	16-7
	施設計画
	

	16-8
	維持管理等・運営計画
	

	16-9
	事業実施体制
	

	16-10
	事業スケジュール
	

	16-11
	収支計画
	

	■本件土地Ｂ（及び本件土地Ｃ１）に関する事項
	

	16-12
	コンセプト
	

	16-13
	施設計画
	

	16-14
	運営計画
	

	16-15
	事業実施体制
	

	16-16
	事業スケジュール
	

	16-17
	収支計画
	

	価格提案書
	

	17
	価格提案書
	


提案Ｎｏ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（記載不要）　
審査項目別提案書
（様式16-1）
	□本件新施設計画全体に関する事項

	■事業の実施方針・コンセプト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	【評価の視点】
・世界から注目されるようなコンセプト、空間デザインとなっているか。
・「まちづくりの方向性」「1.5期開発の開発方針」等、本事業の開発目的やコンセプトを理解した提案であるか。

・イノベーション・コアゾーンの実現に向けて、具体的かつ魅力的な提案であるか。
・オープンイノベーション施設等や大学等と連携し、イノベーションを誘発する提案がなされているか。

・都市計画の提案が、実現可能性のある提案になっているか。
・周辺開発との親和性がある計画となっているか。



※ Ａ４版縦で４ページを限度に記載すること。
（様式16-2）
	□本件新施設計画全体に関する事項

	■景観の形成・配慮　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	【評価の視点】

・生駒山の山並みや大阪城公園と一体となったシンボル景観が形成されているか。
・大阪城天守閣等からの見え方や本件新施設全体のバランスに配慮したデザインになっているか。一団の建築物群としての夜間景観が形成されているか。

・主要な視点場から大阪城天守閣への眺望景観が確保されているか。　
・新駅・駅ビルと本件新施設を結ぶ連続した歩行者空間における快適で賑わいを演出する景観が形成されているか。

・都市計画道路豊里矢田線沿道における建築物やＡＢ間デッキ、オープンスペースが一体的にデザインされた連続した沿道景観が形成されているか。



※ Ａ４版縦で４ページを限度に記載すること。
（様式16-3）
	□本件新施設計画全体に関する事項

	■群衆の安全確保、災害時の安全性・機能性の確保　　　　　　　　　　　

	・アリーナ・ホール等におけるイベント開催時等の群衆処理は、新駅利用者や大学施設利用者に十分配慮し、新駅・駅ビルや駅前空間、本件土地Ａの施設形態を踏まえて、収容人数に見合う計画になっているか。
・デッキ上の二方向以上の避難経路が完全に確保されているか。また、滞留者を安全な場所にスムーズに避難誘導できる体制を確保しているか。
・災害時等におけるアリーナ・ホール等の避難用広場の面積が、適切に確保されているか。
・本件土地Ｂのデッキ上の広場から駅前空間への降りる階段は、群集の安全確保を前提とした寸法（幅、蹴上、踏面）、仕上等になっているか。
・提案した施設計画を踏まえて、災害時等における事業の継続、早期復旧を可能にする対策が具体的に計画されているか。
・災害時における大阪城東部地区及びその周辺地域を含めた一時避難対策や帰宅困難者対策が、具体的に提案されているか。



※ Ａ４版縦で４ページを限度に記載すること。
（様式16-4）
	□本件新施設計画全体に関する事項

	■エリアマネジメント活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	【評価の視点】
・本件新施設のオープンスペース等、ＡＢ間デッキ及び水辺の歩行者空間等を活用し、各施設の魅力を最大限に活かしたにぎわいを創出する活動が、具体的に提案されているか。

・本事業のＰＲやイベント情報発信など、多世代・多様な人々への積極的な「エリアプロモーション」が提案されているか。

・アリーナ・ホール等のイベント開催時・終了時の群衆の誘導や他の利用者の動線確保など、安全を確保するための具体的なマネジメント体制が提案されているか。
・安定的・効果的にエリアマネジメント活動を実施するための持続可能な組織が具体的に提案されているか。（人材、資金等）



※ Ａ４版縦で４ページを限度に記載すること。
（様式16-5）
	□本件新施設計画全体に関する事項

	■ユニバーサルデザイン社会・環境負荷の低減に向けた取組み　　　　　　　　

	【評価の視点】
・新駅から大規模集客・交流施設及び大学までの間には、多様な人々の利用を想定した複数のバリアフリー動線が確保されているか。

・デッキや広場などのオープンスペースは、多様な人が安全にアプローチでき、安心して利用することができるような、空間計画、サイン計画になっているか。

・省エネ、省CO２化が図られているか。再生可能エネルギーを積極的に利用しているか。

・トータルLCC（ライフサイクルコスト）の観点から、計画されているか。

　（経済性、耐久性、メンテナンス性及び更新時の対応等）



※ Ａ４版縦で４ページを限度に記載すること。
（様式16-6）
	□本件土地Ａに関する事項

	■コンセプト

	・スマートユニバーシティ事業の実装・実証に向け、持続可能で挑戦的な取組みの提案がなされているか。
・多様な交流・連携を創出し、新たなイノベーションの誘発を図るため、複合的な機能が具体的に提案されているか。



※ Ａ４版縦で４ページを限度に記載すること。
（様式16-7）
	□本件土地Ａに関する事項

	■施設計画

	・大阪公立大学の機能増進及び研究機能と相乗効果を期待できる魅力的な大学利便施設の提案があるか。
・大学施設の利用方針等や整備条件を理解した上で、大学施設と相乗効果を高めるような大学連携施設の提案がなされているか。

・本件新施設Ａは施設整備に関する条件に基づき、デザイン、景観形成、周辺環境への調和、バリアフリー等に配慮した施設計画が提案されているか。



※ Ａ４版縦で４ページを限度に記載すること。
（様式16-8）
	□本件土地Ａに関する事項

	■維持管理等・運営計画

	・民間提案施設について、具体的な運営の提案がなされているか。

・本件新施設Ａについて、効率的で、計画的な維持管理等計画が提案されているか。



※ Ａ４版縦で４ページを限度に記載すること。
（様式16-9）
	□本件土地Ａに関する事項

	■事業実施体制

	・産学官民の共創による都市シンクタンク機能や技術インキュベーション機能のさらなる充実に向け、必要な知見を提供できる十分な体制を自社又は連携する開発事業者等により構築しているか。
・プラットフォームの立ち上げやオープンイノベーション促進、スタートアップ支援などの類似事業の実績はあるか。

・事業実施体制が適切に構築されており、長期的な運営・維持管理等が望める提案がなされているか。



※ Ａ４版縦で４ページを限度に記載すること。
（様式16-10）
	□本件土地Ａに関する事項

	■事業スケジュール

	・早期に事業に取り掛かるスケジュールであり、実現可能なスケジュールとなっているか。

・大学施設が早期に開設できるスケジュールになっているか。



※ Ａ４版縦で４ページを限度に記載すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（様式16-11）
	□本件土地Ａに関する事項

	■収支計画

	・適切な投資と資金調達方法となっているか。

・収支計画の算定が妥当なものとなっているか。

・経済的観点からの適切なリスクの想定及びその対策の提案がなされているか。



※ Ａ４版縦で４ページを限度に記載すること。
（資料16-12）
	□本件土地Ｂ（本件土地Ｃ１）に関する事項

	■コンセプト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	【評価の視点】
・世界から注目されるようなコンセプトや建築デザインになっているか。

・本件新施設Ｂの各施設が相乗効果をもたらし、にぎわいの好循環を生み出すようなコンセプトや建築デザインになっているか。
・大阪城ホールをはじめとする周辺アリーナ・ホール等との差別化を行うなど、アリーナ・ホール等のイベント内容に応じたコンセプトが具体的に提案されているか。



※ Ａ４版縦で４ページを限度に記載すること。
（様式16-13）
	□本件土地Ｂ（本件土地Ｃ１）に関する事項

	■施設計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	【評価の視点】
・本件新施設Ｂの利用者動線に配慮した施設計画になっているか。

・「第７ ４（２）ア大規模集客・交流施設」に記載するアリーナ・ホール等の施設規模（収容人数）の条件を踏まえ、施設規模の拡大が具体的に提案されているか。

・アリーナ・ホール等の座席計画について、事業性を高める工夫がなされているか。

・物品搬入や施設利用の車輛（新駅・駅ビル、検車場への車を含む）の出入口は、歩行者の安全確保の観点からもできるだけ少なくするとともに、敷地内は歩車分離が図られているか。



※ Ａ４版縦で４ページを限度に記載すること。
（様式16-14）
	□本件土地Ｂ（本件土地Ｃ１）に関する事項

	■運営計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	【評価の視点】
・アリーナ・ホール等は、プロスポーツやコンサートなど様々な施設用途及び市場ニーズ、世界的に支持されている多様なコンテンツの受け入れを想定した多機能用途に対応する提案がなされているか。

・「第７ ４（２）ア大規模集客・交流施設」に記載する「想定する利用用途」が具体的に提案され、さらに魅力的な利用用途が提案されているか。・

・アリーナ・ホール等へのＶＩＰの受け入れは、それにふさわしい高付加価値や収益性、セキュリティ確保など、ＶＩＰ対応を考慮した提案がなされているか。

・アリーナ・ホール等のイベント誘致方法やセールスプロモーション方法の工夫、多様なイベント内容などにより、安定的に高い稼働率を維持できる提案がなされているか。

・その他の施設（Ｂ）の運営は、販売計画・賃貸計画を含めて具体的に提案されているか。



※ Ａ４版縦で４ページを限度に記載すること。
（様式16-15）
	□本件土地Ｂ（本件土地Ｃ１）に関する事項

	■事業実施体制　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	・大規模集客・交流施設の建設・運営事業に有用な優れたデザイン力と技術力、管理能力や運営能力を有する者が、相乗的に連携しながら業務を進める体制となっているか。
・本件新施設Ｂ全体が、質の高い運営が安定的・継続的に実施されるための体制・工夫が講じられているか。

・多様な利用者を想定し、サービス向上や満足度向上のために、入退場時の群衆安全対策や苦情発生時の対応、業務改善方策について、具体的な提案がなされているか。



※ Ａ４版縦で４ページを限度に記載すること。
（様式16-16）
	□本件土地Ｂ（本件土地Ｃ１）に関する事項

	■事業スケジュール　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	【評価の視点】
・実現可能なスケジュールとなっているか。

・早期に供用開始するスケジュールになっているか。



※ Ａ４版縦で４ページを限度に記載すること。
（様式16-17）
	□本件土地Ｂ（本件土地Ｃ１）に関する事項

	■収支計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	【評価の視点】
・適切な投資と資金調達方法となっているか。

（投資、資金調達方法に関して、詳細な根拠に基づいた設定となっているか。また、根拠の提示がなされているか。）

・収支計画の算定が妥当なものとなっているか。

（収入、支出に関して、詳細の根拠に基づいた設定となっているか。また、根拠の提示がなされているか。）

・経済的観点からの適切なリスクの想定及びその対策の提案がなされているか。

・収支計画上、収益が適切に確保されているか。

（「大規模集客・交流施設」及び「その他の施設（Ｂ）」それぞれにおいて、内部収益率（ＩＲＲ）が５パーセント以上となっているか。ＩＲＲの計算期間については、それぞれの施設の開業後20年後までとし、計算方法については、「様式20資金調達・収支計算書（本件新施設Ｂ）」を参照のこと。なお、ＩＲＲについては、Osaka Metroが事業参画することを検討していることから、5パーセントを満たすだけではなく、より高い数値となるよう計画することが望ましい。）



※ Ａ４版縦で４ページを限度に記載すること。
（様式17）
大阪城東部地区1.5期開発事業に係る企画提案書
（価格提案書）
2025年２月27日付で案内のありました「大阪城東部地区1.5期開発事業公募要領」に基づき、本件土地Ａの月額土地貸付料及び大学施設買取価格、並びに本件土地Ｂ（及び本件土地Ｃ１）の月額土地貸付単価について、下記の価格を提案します。
１．本件土地Ａ

□月額土地貸付料提案額（円／月）　※提案審査対象外
	金　　額
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	壱

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※ 提案額が適正であることを示すための鑑定書を添付すること。
□大学施設買取価格提案額（税抜き）（円）
	金　　額
	百億
	拾億
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	壱

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　
　　
　２．本件土地Ｂ（及び本件土地Ｃ１）

　　□月額土地貸付単価提案額（円/㎡・月）
	金　　額
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	壱

	
	
	
	
	
	
	
	


（注意点）
・金額はアラビア数字とすること
・訂正しないこと
・初めの数字の直前の欄に￥をいれること
・・・・・・・・





・・・・・・・・





・・・・・・・・





・・・・・・・・





・・・・・・・・





・・・・・・・・








